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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　位相解析を用いて対象物体を検査するための非接触法であって、任意の適当な順序で、
　ｉ）プロジェクタが、検査される対象物体の表面上に光学的パターンを投影するステッ
プと、
　ｉｉ）少なくとも１つの撮像デバイスが、前記表面上の前記光学的パターンの一組の位
相シフト画像を得るステップとを含み、
　前記プロジェクタおよび少なくとも１つの撮像デバイスは、互いに関して固定された空
間関係にあり、前記対象物体上の前記光学的パターンの位置は、前記撮像デバイスの透視
中心を中心とする前記プロジェクタと対象物体との間の相対的回転によって前記一組の位
相シフト画像における画像間で移動されることを特徴とする非接触法。
【請求項２】
　前記プロジェクタによって投影されるような前記光学的パターンは、前記一組の位相シ
フト画像について同じであることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　ｉｉｉ）前記一組の位相シフト画像を処理して凹凸形状表面データを取得するステップ
をさらに含むことを特徴とする請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　前記一組の位相シフト画像を処理するステップは、前記表面上の前記光学的パターンの
位相を解析するステップを含むことを特徴とする請求項３に記載の方法。
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【請求項５】
　ステップｉｉｉ）は、前記位相シフト画像のうちの少なくとも１つの画像を処理して、
前記対象物体と前記撮像デバイスとの間の任意の相対的移動を補正するステップを含むこ
とを特徴とする請求項３または４に記載の方法。
【請求項６】
　ステップｉｉｉ）において、前記一組の位相シフト画像内の対応する点は、前記対象物
体上の異なる点を表すことを特徴とする請求項３または４に記載の方法。
【請求項７】
　ステップｉｉｉ）は、前記一組の位相シフト画像内の対応する点にわたる前記光学的パ
ターンの位相の変化を解析するステップを含むことを特徴とする請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記凹凸形状表面データを決定するステップは、前記一組の位相シフト画像から位相マ
ップを計算するステップを含むことを特徴とする請求項３から７のいずれか一項に記載の
方法。
【請求項９】
　前記一組の位相シフト画像を解析するステップは、前記表面の前記勾配を決定するステ
ップを含むことを特徴とする請求項３乃至７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１０】
　相対的な前記表面の前記勾配を決定するステップは、前記一組の位相シフト画像から位
相シフトマップを計算するステップと、前記位相シフトマップに基づき勾配マップを得る
ステップとを含むことを特徴とする請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記勾配マップを積分して前記凹凸形状データを取得するステップをさらに含むことを
特徴とする請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記プロジェクタは、座標位置決め装置上に取り付けられることを特徴とする請求項１
乃至１１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記対象物体は、測定空間内に配置され、ステップｉｉｉ）は、前記測定空間内の前記
凹凸形状データの前記三次元座標を決定するステップを含むことを特徴とする請求項３乃
至１２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記光学的パターンは、周期的光学的パターンであることを特徴とする請求項１乃至１
３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１５】
　位相解析を用いて対象物体を検査するための装置であって、
　測定される対象物体の表面上に光学的パターンを投影するように構成されている、前記
対象物体に相対的に移動可能であるプロジェクタと、
　前記光学的パターンが投影される前記対象物体の一組の位相シフト画像を得るように構
成されている少なくとも１つの撮像デバイスとを備え、
　前記プロジェクタおよび少なくとも１つの撮像デバイスは、互いに関して固定された空
間関係にあり、前記プロジェクタおよび対象物体は、前記一組の位相シフト画像における
撮像画像間の前記撮像デバイスの透視中心を中心とする相対的回転によって互いに関して
相対的に移動されて、前記対象物体上の周期的光学的パターンの位相を変化させるように
構成されていることを特徴とする装置。
【請求項１６】
　ｉｉｉ）前記位相シフト画像を処理して凹凸形状表面データを取得するステップをさら
に含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１７】
　機械コントローラによって実行されたときに、請求項１乃至１４のいずれか一項に記載
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の方法に従って、前記機械コントローラに少なくとも１つのプロジェクタ、撮像デバイス
、および画像解析装置を制御させる命令を含むことを特徴とするコンピュータプログラム
コード。
【請求項１８】
　請求項１７に記載のコンピュータプログラムコードを格納することを特徴とするコンピ
ュータ可読媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、対象物体に接触することなく対象物体を測定するための方法および装置に関
し、具体的には、対象物体上に投影された光学的パターンの位相を解析することによって
対象物体の表面凹凸形状を決定することができる方法および装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　対象物体上の周期的光学的パターンの位相解析を用いて表面の凹凸形状を測定するため
の非接触光学的測定システムが知られている。これらは、典型的には、構造化光パターン
を表面上に投影するプロジェクタと、表面上の構造化光パターンを検出する、プロジェク
タに対しある角度をなすように設定されたカメラとからなるものとしてよい。表面上の高
さの変動は、パターンに歪みをもたらす。この歪みから、表面の幾何学的形状を計算する
ことができる。このようなシステムは、構造化光解析、位相表面形状測定法、位相シフト
解析、または干渉縞解析システムと通常呼ばれる。
【０００３】
　特許文献１では、このようなシステムで使用するためのプロジェクタを開示している。
レーザビームがレンズ上に入射し、このレンズは液晶システム上にビームを発散させて、
測定される表面上に少なくとも１つの干渉縞パターンを生成する。液晶システムによって
生成される干渉縞パターンのピッチおよび位相を制御するために、コンピュータが使用さ
れる。写真機材は、表面上の干渉縞パターンを撮像するように位置決めされる。次いで、
コンピュータおよび液晶システムは、位相シフト法を用い、新しい画像をもう１つ撮像す
る。これらの２つの画像を使用して、表面の凹凸形状の正確なマップを得ることが可能で
ある。液晶システムを使用するには複雑なインターフェースを使用する必要があり、その
ため消費電力が比較的大きくなり、その後熱が発生する。このようなシステムは高価な場
合がある。
【０００４】
　特許文献２では、対象物体上の投影された干渉縞の位置を、したがって対象物体の表面
の干渉縞の位相を、変化させるように操作することができる内部屈折媒体を備える干渉縞
プロジェクタを有する構造化光解析システムも開示しており、また対象物体上の干渉縞の
位置を変更するために対象物体を移動することも開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第６，１００，９８４号明細書
【特許文献２】国際公開第０１／５１８８７号パンフレット
【特許文献３】英国特許出願第０７１６０８０．７号明細書
【特許文献４】英国特許出願第０７１６０８８．０号明細書
【特許文献５】英国特許出願第０７１６１０９．４号明細書
【特許文献６】欧州特許第４０２４４０号明細書
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】J. Heikkila and O. Silven, "A four-step camera calibration proce
dure with implicit image correction", Proceedings of the 1997 Conference in Comp
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uter Vision and Pattern Recognition (CVPR '97)
【非特許文献２】J.G Fryer, "Camera Calibration" in K.B. Atkinson (ed.) "Close ra
nge photogrammetry and machine vision", Whittles publishing (1996)
【非特許文献３】Creath, K. "Comparison of phase measurement algorithms" Proc. SP
IE 680, 19-28 (1986)
【非特許文献４】Carre. P. "Installation et utilisation du comparateur photoelect
rique et interferential du Bureau International des Podis et Mesure" Metrologia 
2 13-23 (1996)
【非特許文献５】G. Stoilov, T. Dragostinov, "Phase-stepping interferometry: five
-frame algorithm with an arbitrary step", Opitcs and Lasers in Engineering 28, 6
1-69 (1997)
【非特許文献６】J.R. Parker, "Algorithms for image processing and computer visio
n", John Wiley and Sons, Inc (1997)
【非特許文献７】A. Gruen, "Least squares matching: a fundamental measurement alg
orithm" in K.B. Atkinson (ed.), "Close range photogrammetry and machine vision",
 Whittles Publishing (2001)
【非特許文献８】M.A.R Cooper with S. Robson, "Theory of close-range-photogrammet
ry" in K.B. Atkinson (ed.), "Close range photogrammetry and machine vision", Whi
ttles Publishing (2001)
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、光学的パターン発生源を対象物体に相対的に移動することによって位相がシ
フトされる、位相解析によって検査される対象物体上に投影された光学的パターンを位相
シフトする方法を説明する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　位相解析を用いて対象物体を検査するための非接触法は、ｉ）プロジェクタが検査され
る対象物体の表面上に光学的パターンを投影するステップと、ｉｉ）プロジェクタを対象
物体に相対的に移動することによって表面の光学的パターンの位相が第１の画像と第２の
画像との間で変化する、光学的パターンが投影される表面の少なくとも第１および第２の
画像を得るステップとを含む。
【０００９】
　本発明の利点は、プロジェクタを移動することによって、対象物体における光学的パタ
ーンの位相を変位することができることである。いくつかの状況では、これにより、対象
物体上の光学的パターンの位置の変化を取得するために、プロジェクタ内に高価な、およ
び／または複雑な機器を備える必要性をなくすことができる。例えば、内部移動部分を有
しないプロジェクタを実現することが可能である。プロジェクタが移動するので、大きな
、および／または重い対象物体を容易に測定することができる。さらに、機械加工を継続
するためのリダテューミングが不要になるように、機械加工時に対象物体のその場測定を
実行することが可能である。理解されるように、プロジェクタによって投影されるような
光学的パターンは、少なくとも第１および第２の位相シフト画像について同じであるもの
とすることが可能である。
【００１０】
　好ましくは、光学的パターンは、二次元に広がる。これにより、対象物体上の光学的パ
ターンの単一像から二次元内の対象物体の表面のトポロジーを決定することができる。光
学的パターンは、実質的に全視野である光学的パターンとすることができる。実質的に全
視野の光学的パターンは、基準面で少なくとも第１および第２の画像のうちの少なくとも
１つを得るために（以下でさらに詳しく説明される）、パターンが撮像デバイスの視野の
少なくとも５０％に広がっている、より好ましくは少なくとも７５％に広がっている、特
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に好ましくは少なくとも９５％に広がっている、例えば、基準面における撮像デバイスの
実質的に視野全体に広がっているパターンとすることができる。基準面は、撮像デバイス
から知られている距離だけ離れている平面とすることができる。適宜、基準面は、プロジ
ェクタおよび撮像デバイスの光軸が交わる点を含む平面としてよい。基準面は、撮像デバ
イスの光軸に対し垂直に伸びるものとしてよい。
【００１１】
　好ましくは、光学的パターンは、実質的に周期的な光学的パターンである。理解される
ように、周期的光学的パターンは、一定の有限な距離の後に繰り返すパターンとすること
ができる。繰り返しの間の最小距離をパターンの周期とすることができる。好ましくは、
光学的パターンは、少なくとも一次元方向に周期的である。適宜、光学的パターンは、少
なくとも２つの次元方向に周期的であるものとしてよい。少なくとも２つの次元方向は互
いに垂直であるものとしてよい。
【００１２】
　好ましくは、少なくとも第１の画像および第２の画像内に画像化されるような光学的パ
ターンが、対象物体の一領域上に投影される。好ましくは、パターンは対象物体のある領
域上に広がり、これにより、本発明の方法を使用してその領域上にある対象物体の複数の
点の測定を容易に行える。
【００１３】
　本発明とともに使用するのに適している光学的パターンとしては、同心円のパターン、
様々な色の直線のパターン、陰影、および／または色調が挙げられる。色、陰影、および
／または色調は、２つ以上の異なる値を交互に取るものとすることも可能であろう。適宜
、色、陰影、および／または色調は、複数の離散値の範囲内の値を取るものとすることも
可能であろう。好ましくは、色、陰影、および／または色調は、光学的パターン全体にわ
たって連続的に変化する。好ましくは、周期的光学的パターンは、干渉縞パターンである
。例えば、周期的光学的パターンは、一組の正弦波縞模様である。この場合、この方法は
、複数の干渉縞シフト画像を得ることを含む。
【００１４】
　光学的パターンは、赤外線から紫外線までの範囲内としてよい。好ましくは、光学的パ
ターンは、可視の光学的パターンである。理解されるように、本発明などの方法で使用す
るための光学的パターンは、通常、構造化光パターンとも称される。
【００１５】
　光学的パターンに適したプロジェクタは、プロセッサデバイスから入力された画像を投
影するように構成されているデジタル光プロジェクタを含む。このようなプロジェクタを
使用することで、投影されるパターンを変更することができる。好適なプロジェクタは、
光源および光学的パターンを生成するように配列された１つまたは複数の回折格子を備え
ることが可能である。（複数の）回折格子は、プロジェクタによって投影されるパターン
を変更できるように移動可能であるものとすることも可能である。例えば、（複数の）回
折格子を圧電変換器上に取り付けることもできる。適宜、回折格子は、プロジェクタによ
って投影される光学的パターンを変更できないように固定することも可能である。適宜、
プロジェクタは、光源およびホログラムを備えることが可能である。さらに、プロジェク
タは、光源およびパターン形成スライドを備えることが可能である。さらに、プロジェク
タは、２つの相互に位相が揃っているコヒーレント光源を備えることが可能である。コヒ
ーレント光源は、プロジェクタによって投影されるパターンを変更できるように移動可能
であるものとすることも可能である。例えば、コヒーレント光源を圧電変換器上に取り付
けることもできる。適宜、コヒーレント光源は、プロジェクタによって投影される光学的
パターンを変更できないように固定することも可能である。
【００１６】
　この方法は、表面上の光学的パターンの少なくとも第３の位相シフト画像を得ることを
含むことができる。得られる画像が多ければ多いほど、凹凸形状データを計算するために
解析に利用可能な画像が増える。凹凸形状データのこの正確さおよび信頼性は、得られる
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画像の数が増えるほど高くなるものとしてよい。
【００１７】
　プロジェクタは、対象物体に相対的な投影された光学的パターンの位置を変化させる量
だけ移動することができる。好ましくは、プロジェクタは、対象物体上のパターンの位置
がパターンの周期の非整数倍だけ少なくとも名目上移動するように移動される。例えば、
光学的パターンが干渉縞パターンである場合、プロジェクタは、対象物体上のパターンの
位置が干渉縞の周期の非整数倍だけ少なくとも名目上移動するように移動できる。例えば
、プロジェクタは、対象物体上のパターンの位置が干渉縞の周期の１／４だけ少なくとも
名目上移動するように移動することができる。理解されるように、プロジェクタが対象物
体上のパターンにおけるそのようなシフトを得ることに関して移動される実際の距離は、
投影された周期的光学的パターンの周期および対象物体とプロジェクタとの間の距離を含
む多くの因子に依存しうる。
【００１８】
　理解されるように、プロジェクタを移動すると、対象物体上の光学的パターンの位置の
変化が引き起こされる。しかし、移動の前または後に撮られた対象物体上の光学的パター
ンの画像から、光学的パターンが移動していないように見える可能性がある。これは、見
かけの移動と称することができる。移動が見かけの移動であるか、実際の移動であるかは
、投影された光学的パターンの形態、プロジェクタに相対的な対象物体の表面の形状およ
び／または方向を含む多数の因子に依存する。例えば、与えられた移動に対する表面上の
光学的パターンの位置の変化は、異なる形状および方向の表面に対し異なる。実際に移動
したのに表面の形状および／または方向のせいで光学的パターンが位置を変えていないよ
うに見えること、また異なる形状または位置にある対象物体上で移動しているように見え
ていたという可能性がある。重要なのは、プロジェクタに相対的な知られている形状およ
び方向の基準面上の光学的パターンの位置の変化を引き起こすような移動があることが知
られていることである。したがって、撮像されたときの光学的パターンの位置が知られて
いる基準からどれだけ異なるかを効果的に測定することによって表面の形状および方向を
決定することが可能である。
【００１９】
　測定空間内の所定の基準面に相対的な光学的パターンの位置が変化するようにプロジェ
クタを移動することが可能である。測定空間内の所定の基準面に相対的な光学的パターン
の位置がパターンの周期の非整数倍だけ変化するようにプロジェクタを移動することが可
能である。所定の基準面を画像センサの基準面とすることも可能である。ここでもまた、
対象物体の表面の形状および／または方向は、次いで、基準面での同様の位置に相対的な
表面上の光学的パターンの位置を効果的に比較することによって決定することができる。
【００２０】
　少なくとも第１の画像および第２の画像は、少なくとも１つの好適な撮像デバイスによ
って得ることができる。好適な撮像デバイスは、少なくとも１つの画像センサを備えるこ
とができる。例えば、好適な撮像デバイスは、ＣＣＤ（電荷結合素子）、ＣＭＯＳ（相補
形金属酸化膜半導体）などの光学的ＥＭＲ（電磁放射線）高感度検出器を備えることがで
きる。好適な撮像デバイスは、像面に集光するように適宜構成されうる。理解されるよう
に、像面は、画像センサによって定められうる。例えば、好適な撮像デバイスは、光学的
ＥＭＲを像面に集束するように構成された少なくとも１つの光学コンポーネントを備える
ことができる。適宜、少なくとも１つの光学コンポーネントはレンズを備える。
【００２１】
　好適な撮像デバイスは、撮像デバイスの透視中心とも称することができる、ピンホール
からなるピンホールカメラモデルに基づくものとしてよく、ＥＭＲ光線はこのピンホール
を通過してから像面と交わると想定される。理解されるように、ピンホールを備えずに、
代わりにＥＭＲ光線を集束させるレンズを備える撮像デバイスも透視中心を有し、これは
、像面と交わるすべてのＥＭＲ光線が通過すると想定される点とすることができる。
【００２２】
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　理解されるように、透視中心は、非特許文献１および非特許文献２で説明されているよ
うな較正手順を使用して画像センサに関して見つけることができる。レンズ収差を補正す
るパラメータなどの補正パラメータを与えることができ、このようなパラメータはよく知
られており、例えば、これら２つの文献において説明されている。
【００２３】
　少なくとも第１および第２の画像は、少なくとも１つの撮像デバイスを備える撮像デバ
イスユニットによって得ることができる。撮像デバイスユニットは、単一の撮像デバイス
を備えることが可能である。少なくとも１つの第１の画像および少なくとも１つの第２の
画像は、単一の撮像デバイスによって得ることができる。単一の撮像デバイスは、単一の
画像センサを備えることができる。したがって、第１の画像および第２の画像は、単一の
画像センサによって得ることができる。
【００２４】
　ステップｉｉ）は、対象物体に相対的にプロジェクタおよび撮像デバイスを移動するス
テップを含むことができる。これは、特に、撮像デバイスおよびプロジェクタが互いに固
定された空間関係にある場合である。これは、例えば、撮像デバイスおよびプロジェクタ
が単一のユニットとして備えられている場合としてよいであろう。例えば、撮像デバイス
およびプロジェクタは、単一のプローブデバイスとして備えることができる。
【００２５】
　対象物体および撮像デバイスが、互いに相対的に移動される場合、相対的移動の量は、
画像のそれぞれにおいて撮像デバイスによって得られる対象物体の透視位置が実質的に同
じになるように、十分小さい値であるべきである。具体的には、好ましくは、移動は、こ
れらの画像が対象物体上の実質的に同じ点を撮像したものとなるように、十分に小さい。
例えば、ステップｉｉ）で得られる画像は、少なくとも５０％、好ましくは少なくとも７
５％、より好ましくは少なくとも９０％、特に好ましくは少なくとも９５％、例えば、少
なくとも９７％だけ重なるものとしてよい。移動は、画像のそれぞれにおいて画像センサ
によって得られる対象物体の透視位置が実質的に同じになるくらい十分に小さい移動であ
り、これにより複数の画像の間の透視位置の変化を複数の画像を解析するステップで補正
することができることが好ましいといえる（以下でさらに詳しく説明する）。
【００２６】
　理解されるように、透視位置は、対象物体の特定の視点であってよい。透視位置は、対
象物体に相対的な画像センサの位置および／または方向によって定めることができる。
【００２７】
　プロジェクタは、表面上の光学的パターンを変位させるために対象物体に対し相対的に
横方向へ変位させることが可能である。適宜、対象物体に関してプロジェクタが回転され
る。好ましい一実施形態では、プロジェクタおよび撮像デバイスは、撮像デバイスの透視
中心を中心としてプロジェクタおよび撮像デバイスを回転させることによって画像と画像
との間で移動される。撮像デバイスの透視中心を中心とする回転により、対象物体と撮像
デバイスとの間の任意の相対的移動を補正するために画像を処理することが比較的容易に
できることがわかっている（以下でさらに詳しく説明する）。具体的には、多数の画像に
わたって対応するピクセルをマッチさせることが容易になる。例えば、対応するピクセル
のマッチングは、対象物体と撮像デバイスとの間の距離と無関係である座標変換を使用す
ると可能である。したがって、画像を処理して対象物体と撮像デバイスとの間の任意の相
対的移動を補正するのに対象物体と撮像デバイスとの間の距離を知る必要がない。
【００２８】
　適宜、この方法は、位相シフト画像を処理して凹凸形状表面データを取得するステップ
をさらに含む。したがって、この方法は、対象物体の表面に関する凹凸形状データを取得
するために使用できる。理解されるように、対象物体は、未知の物体であってもよい。つ
まり、対象物体の寸法が知られていなくてもよい。理解されるように、この処理は、プロ
ジェクタおよび／または撮像デバイスを制御するデバイスから分離しているプロセッサデ
バイスによって実行できる。
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【００２９】
　この方法は、第１および第２の画像のうちの１つの画像の全体にわたって凹凸形状デー
タを決定するステップを含むことができる。適宜、この方法は、第１および第２の画像の
うちの１つの画像の一部のみにわたって凹凸形状データを決定するステップを含むことが
できる。具体的には、この方法は、光学的パターンが投影される対象物体の連続セクショ
ンに対する凹凸形状データを決定するステップを含む。対象物体の連続セクションは、以
下でさらに詳しく説明されるような光学的パターン内の複数の不規則性または不連続性に
よって囲まれている対象物体の一部とすることもできる。
【００３０】
　理解されるように、凹凸形状表面データは、対象物体の表面の少なくとも一部の凹凸形
状を示すデータとすることができる。凹凸形状データは、対象物体上の少なくとも１つの
点、および好ましくは対象物体上の複数の点における、撮像デバイスに相対的な対象物体
の表面の高さを示すデータとすることができる。凹凸形状データは、対象物体上の少なく
とも１つの点、および好ましくは対象物体上の複数の点における、対象物体の表面の勾配
を示すデータとすることができる。
【００３１】
　理解されるように、凹凸形状データは、表面上の光学的パターンの位相を効果的に解析
することによって決定することができる。一組の位相シフト画像から凹凸形状データを決
定するための多くの技術が知られており、これらは位相ステッピングアルゴリズムと称さ
れることが多い。例えば、好適な位相ステッピングアルゴリズムは、非特許文献３で説明
されている。
【００３２】
　知られている位相ステッピングアルゴリズムでは、画像上の対応する点が対象物体上の
同じ点に対応していることが要求される場合がある。理解されるように、これは、撮像デ
バイスが対象物体に相対的に移動する実施形態ではそうならない。したがって、この方法
は、少なくとも第１の画像および第２の画像を処理して、対象物体と撮像デバイスとの間
の任意の相対的移動を補正するステップを含むことができる。補正された後、複数の画像
上の対応する点は、対象物体上の同じ点を表すべきである。画像を処理するステップは、
少なくとも第１の画像および第２の画像によって覆われる共通の画像領域を識別するステ
ップを含むことができる。画像を処理するステップは、第１の画像および第２の画像のう
ちの少なくとも一方の画像座標を調整するステップを含むことができる。画像を処理する
ステップは、第１の画像および第２の画像のうちの少なくとも一方に座標変換を適用する
ステップを含むことができる。座標変換は、直線的平行移動とすることができる。これは
、画像を刈り込む効果を有することができる。適宜、座標変換は、カメラ内部パラメータ
（レンズ収差を含む）、変換される点の画像座標、対象物体と感知デバイスの相対運動、
対象物体までの距離、および他のシステムパラメータに依存しうる非線形関数であってよ
い。理解されるように、最も適している座標変換は、対象物体と撮像デバイスの相対運動
の下で変換された画像における対象物体の位置を最も正確に不変にする変換である。
【００３３】
　しかし、少なくとも第１の画像と第２の画像との間で対象物体と撮像デバイスとの間の
任意の相対的移動を補正することなく、少なくとも第１の画像および第２の画像を処理し
て凹凸形状表面データを取得することが可能であることがわかっている。これは、撮像デ
バイスと対象物体の相対運動が正確に補正できない状況にあってもこの方法を実行できる
という点で有利であることがわかっている。例えば、撮像デバイスが横方向に移動されて
いて、スタンドオフ距離が測定容積の深さに比べて大きくない場合である。例えば、少な
くとも第１の画像および第２の画像は、被写界深度対スタンドオフの比が１０：１未満、
例えば５：１未満、例えば１：１である状況において得ることができる。したがって、ス
テップｉｉｉ）は、少なくとも第１の画像および第２の画像上の対応する点が対象物体上
の異なる点を表す、少なくとも第１の画像および第２の画像を処理するステップを伴うこ
とが可能である。これは、例えば、少なくとも第１の画像および第２の画像上の対応する
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点にわたる光学的パターンの位相の変化を効果的に解析することによって行うことができ
る。言い換えると、これは、少なくとも第１の画像および第２の画像上の同じピクセルに
わたる光学的パターンの位相の変化を効果的に解析することによって行うことができる。
相対的移動を補正するために処理されていない少なくとも第１の画像および第２の画像を
処理するのに適しているアルゴリズムとしては、公知の、例えば、非特許文献４で説明さ
れているカレアルゴリズム、および非特許文献５で説明されているような５－フレームア
ルゴリズムも挙げられる。理解されるように、カレアルゴリズムを使用して位相シフト画
像を処理すると、変調振幅および位相シフトデータさらには位相データが得られる。
【００３４】
　少なくとも第１の画像および第２の画像を処理するステップは、少なくとも第１の画像
および第２の画像から位相マップを計算するステップを含むことができる。理解されるよ
うに、位相マップは、画像内の複数のピクセルについて対象物体の表面上に投影されるパ
ターンの位相を含むマップである。具体的には、これは、少なくとも第１の画像および第
２の画像からラップ位相マップを計算するステップを含むことができる。したがって、ス
テップｉｉｉ）は、位相ステッピングアルゴリズムを使用してラップ位相マップを計算す
るステップを含むことができる。ステップｉｉｉ）は、ラップ位相マップをアンラップす
るステップと、アンラップ位相マップから凹凸形状データを取得するステップとをさらに
含むことができる。凹凸形状データは、高さデータの形態とすることが可能である。理解
されるように、高さデータによって、撮像デバイスに相対的な表面上の複数の点の位置を
詳細に示すことができる。
【００３５】
　理解されるように、対象物体および撮像デバイスが互いに関して一緒に移動した場合、
ステップｉｉｉ）は、ａ）第１の画像および第２の画像のうちの少なくとも１つを処理し
て、対象物体と撮像デバイスとの間の移動を補正するステップと、ｂ）補正された画像を
使用して（例えば、ラップ）位相マップを計算するステップとを含むことができる。ステ
ップｉｉｉ）は、ｃ）ラップ位相マップをアンラップし、対象物体の表面に関する凹凸形
状データを取得するステップをさらに含むことができる。
【００３６】
　したがって、ステップａ）は、複数の画像によって覆われる共通の画像領域を識別する
ステップを含み、ステップｂ）は、共通の画像領域のみを使用して位相マップを計算する
ステップを含むことができる。特に、ステップａ）は、対象物体と画像デバイスとの間の
相対的移動を補正するように画像座標を調節するステップを含むことができる。
【００３７】
　少なくとも第１の画像および第２の画像解析するステップは、表面の勾配を決定するス
テップを含むことができる。これは、撮像デバイスに関する勾配としてよい。
【００３８】
　表面の勾配を決定するステップは、複数の画像から位相シフトマップを計算するステッ
プを含むことができる。複数の画像から位相シフトマップを生成するのに適したアルゴリ
ズムが多数存在する。例えば、カレアルゴリズムを使用することで、位相シフトマップを
作成することができる。関係する表面の勾配を決定するステップは、位相シフトマップに
基づき勾配マップを得るステップをさらに含むことができる。勾配マップは、位相シフト
マップ上の複数の点のうちのそれぞれの点の値を勾配値に変換することによって得ること
ができる。位相シフトマップ内の点の値は、所定のマッピングプロシージャを使用して勾
配値に変換することができる。理解されるように、位相シフトマップは、対象物体の表面
上に投影された干渉縞の位置の変化により生じる表面上の複数の点に対する位相シフトを
詳細に示すことができる。位相シフトは、３６０度の範囲内に束縛されるものとしてよい
。勾配マップは、表面上の複数の点の表面勾配を詳細に示すことができる。
【００３９】
　この方法は、勾配マップを積分して高さデータを取得するステップをさらに含むことが
できる。上で説明されているように、高さデータによって、撮像デバイスに相対的な表面
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上の複数の点の位置を詳細に示すことができる。
【００４０】
　プロジェクタおよび撮像デバイスは、座標位置決め装置上に取り付けることができる。
これにより、プロジェクタおよび撮像デバイスの配置および／または方向に関する正確な
位置情報を取得することができる。
【００４１】
　対象物体は、測定空間内に配置することができ、この方法は、測定空間内の凹凸形状デ
ータの三次元座標を決定するステップをさらに含むことができる。
【００４２】
　上述のように、好ましくは、少なくとも第１の画像および第２の画像は、同じ第１の透
視位置から得られる。したがって、この方法は、複数の画像からなる第１の画像群を得る
ステップを含む。この方法は、撮像デバイスが、第１の透視位置と異なる少なくとも第２
の透視位置から対象物体の複数の画像からなる少なくとも第２の画像群を得るステップを
さらに含むことができる。次いで、この方法は、複数の画像からなる第１の画像群および
少なくとも第２の画像群から測定される対象物体上の少なくとも１つのターゲット特徴を
識別し、次いで、撮像デバイスに相対的な対象物体上のターゲット特徴の位置を決定する
ステップをさらに含むことができる。対象物体の表面の凹凸形状データを識別し、さらに
対象物体上のターゲット特徴の位置を識別および決定するための方法および装置の詳細は
、出願人の参照番号７４３／ＷＯ／０を有し、特許文献３、特許文献４、特許文献５から
の優先権を主張する、「NON-CONTACT PROBE」という表題を持つ、本出願と同日に出願さ
れた同時係属ＰＣＴ出願において開示されている。その出願において開示されている発明
対象は、参照により本出願の明細書に組み込まれている。
【００４３】
　ターゲット特徴は、対象物体上の所定のマークとしてよい。所定のマークは、対象物体
の一部、例えば、対象物体の表面上に形成された所定のパターンとすることも可能である
。適宜、マークは、ターゲット特徴を識別することを目的として対象物体に付けることが
可能である。例えば、マークは、一意的な識別子をコード化する一組の白黒の同心円状の
リングで囲まれ、透視位置に関して不変な一意的中心点を有するコード化された「標的」
とすることも可能である。ターゲットの中心を特定し、一意的な識別子をさらに復号化す
るために、自動特徴認識法を使用することができる。このようなターゲットを用いること
で、画像の自動分析を行い、「標的」中心の座標を返すようにすることができる。
【００４４】
　測定される対象物体上のターゲット特徴は、特徴認識技術によって識別することができ
る。例えば、ハフ変換を使用することで、対象物体上の直線状の特徴を識別することがで
きる。
【００４５】
　好ましくは、画像解析装置は、少なくとも１つの第１および第２の画像内に画像化され
たような光学的パターン内の少なくとも１つの不規則性を少なくとも１つのターゲット特
徴として識別するように構成される。これは、ターゲット特徴が対象物体上に置かれてい
るマーカーを使用せずに識別できるという点で有利である。これにより、対象物体の高精
度な測定を迅速に実行できることが判明している。本発明の方法では、複雑な形状の対象
物体上の点を識別するのに必要な処理資源が他の知られている画像処理技術に比べて少な
くて済むことも判明している。少なくとも１つの第１および第２の画像のそれぞれの中の
光学的パターン内の不規則性をターゲット特徴として識別する方法の詳細は、出願人の参
照番号７４１／ＷＯ／０を有し、特許文献３、特許文献４、特許文献５からの優先権を主
張する、「NON-CONTACT MEASUREMENT APPARATUS AND METHOD」という表題を持つ、本出願
と同日に出願された同時係属ＰＣＴ出願において開示されている。その出願において開示
されている発明対象は、参照により本出願の明細書に組み込まれている。
【００４６】
　光学的パターン内の不規則性は、対象物体の不連続の特徴によって引き起こされる光学



(11) JP 5485889 B2 2014.5.7

10

20

30

40

50

的パターンの変形とすることができる。光学的パターンのこのような変形は、対象物体の
２つの連続するセクションの間の境界において発生しうる。例えば、境界は、立方体の２
つの面が交わる立方体の稜線とすることが可能である。したがって、対象物体上の不連続
な特徴は、対象物体の表面の勾配が著しく変化する場所であるとしてよい。表面の勾配が
大きければ大きいほど、表面上のその点における光学的パターンの変形度合いは大きくな
る。したがって、不連続性は、光学的パターンが所定の閾値を超えて変形される対象物体
上の点を識別することによって識別することが可能である。この所定の閾値は、測定され
る対象物体のサイズおよび形状を含む、多くの因子に依存する。所定の閾値は、測定され
る対象物体に関する情報に基づきユーザが操作前に決定し設定できる。
【００４７】
　光学的パターンが干渉縞パターンである実施形態では、不規則性は、干渉縞パターンの
位相が所定の閾値を超えて変化する対象物体上の点を識別することによって識別すること
ができる。
【００４８】
　本発明の第２の態様によれば、位相解析を用いて対象物体を検査するための装置が提供
され、この装置は、測定される対象物体の表面上に光学的パターンを投影するように構成
されている、対象物体に相対的に移動可能であるプロジェクタと、光学的パターンが投影
される対象物体の複数の画像を得るように構成されている撮像デバイスとを備え、プロジ
ェクタは、位相シフト画像を得る間に対象物体に相対的に移動して、対象物体上の光学的
パターンの位相を変化させるように構成されている。理解されるように、装置は、画像を
解析して凹凸形状表面データを取得するように構成されている画像解析装置をさらに備え
ることができる。
【００４９】
　本発明の第３の態様によれば、位相解析を用いて対象物体を検査するための非接触法が
提供され、この方法は、任意の適当な順序で、ｉ）プロジェクタが、検査される対象物体
の表面上に光学的パターンを投影するステップと、ｉｉ）撮像デバイスが、表面上の光学
的パターンの複数の位相シフト画像を得るステップとを含み、プロジェクタおよび撮像デ
バイスは、互いに関して固定された空間的関係にあり、また対象物体上の光学的パターン
の位置は、撮像デバイスの透視中心の周りにおけるプロジェクタと相対する対象物体との
間の相対的移動によって画像間で移動される。透視中心を中心とする回転は、撮像デバイ
スから見た対象物体の透視位置は変化せず、そのため回転前に遮られていることで隠され
ている対象物体上の点が回転後も遮られていることで隠されるという点で有利なものと思
われる。撮像デバイスの透視中心を中心とする回転により、対象物体と撮像デバイスとの
間の任意の相対的移動を補正するために画像を処理することが比較的容易にできることが
わかっている。特に、多数の画像にわたって対応するピクセルをマッチさせることが容易
になる。例えば、対応するピクセルのマッチングは、対象物体と撮像デバイスとの間の距
離と無関係である座標変換を使用すると可能である。したがって、画像を処理して対象物
体と撮像デバイスとの間の任意の相対的移動を補正するのに対象物体と撮像デバイスとの
間の距離を知る必要がない。
【００５０】
　この方法は、ｉｉｉ）位相シフト画像を処理して凹凸形状表面データを取得するステッ
プをさらに含むことができる。
【００５１】
　本発明の第４の態様によれば、コントローラによって実行されると、機械コントローラ
に上述の方法に従って少なくとも１つのプロジェクタ、撮像デバイス、および画像解析装
置を制御させる命令を含むコンピュータプログラムコードが提供される。
【００５２】
　本発明の第５の態様によれば、上述のようなコンピュータプログラムコードを格納する
、コンピュータ可読媒体が提供される。
【００５３】
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　したがって、本出願は、対象物体を測定する非接触法を説明するものであり、この方法
は、任意の適当な順序で、ｉ）プロジェクタが、測定される対象物体の表面上に構造化光
パターンを投影するステップと、ｉｉ）画像センサが、表面上の構造化光パターンの複数
の画像を得るステップと、ｉｉｉ）複数の画像を解析することによって表面に関する凹凸
形状データを取得するステップとを含み、さらに、この方法は、複数の画像のうちのそれ
ぞれの画像を得る間で対象物体とプロジェクタとを互いに関して移動するステップを含む
。本出願は、測定空間内に配置されている対象物体を測定するための装置を説明するもの
でもあり、この装置は、測定される対象物体の表面上に構造化光パターンを投影されるよ
うに構成されているプロジェクタであって、表面上の構造化光パターンの位置が変化する
ように対象物体とプロジェクタとが互いに関して移動可能である、プロジェクタと、表面
上の構造化光パターンの複数の画像を得るように構成されている画像センサと、表面上の
構造化光パターンの位置が複数の画像のうちのそれぞれの画像内で異なる画像センサによ
り得られた複数の画像を解析することによって表面に関する凹凸形状データを取得するよ
うに構成されている画像解析装置とを備える。
【００５４】
　次に、本発明の一実施形態について、付属の図を参照しつつ、例としてのみ説明する。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】本発明による非接触法を用いて対象物体を測定するためのプローブが取り付けら
れる三次元座標測定機を示す概略斜視図である。
【図２】３つの異なる透視位置からプローブによって得られた図１に示されている対象物
体の様々な画像を例示する図である。
【図３】３つの異なる透視位置のそれぞれについて複数のラップ位相マップを例示する図
である。
【図４】図１に示されている装置の高水準動作を例示する流れ図である。
【図５】透視画像セットを取り込む方法を例示する図である。
【図６】干渉縞シフト画像を得る方法を例示する図である。
【図７】画像を解析する方法を例示する図である。
【図８】ラップ位相マップを計算する方法を例示する図である。
【図９】高さマップを得るための第１の方法を例示する図である。
【図１０】高さマップを得るための第２の方法を例示する図である。
【図１１】図１に示されているプローブのコンポーネントの概略図である。
【図１２】図１１に示されているプローブの撮像デバイスとプロジェクタとの位置関係を
示す概略図である。
【図１３】図１１に示されているプロジェクタの概略図である。
【図１４】対象物体上の干渉縞の位置がそれぞれの画像内で異なっている一組の干渉縞シ
フト画像を例示する図である。
【図１５】対象物体に相対的に画像センサを移動する効果を例示する図である。
【図１６】対象物体表面の勾配を位相シフトからどのように決定できるかを例示する図で
ある。
【図１７】画像センサの透視中心を中心として回転させることによって干渉縞シフト画像
を得る方法を例示する図である。
【図１８】撮像デバイスのスタンドオフ距離と被写界深度を例示する図である。
【発明を実施するための形態】
【００５６】
　図１を参照すると、そこには、本発明による測定プローブ４が取り付けられる三次元座
標測定機（ＣＭＭ）２が示されている。
【００５７】
　ＣＭＭ２は、クイール１４を保持するフレーム１２を支持する基盤１０を備える。３本
の相互に直交するＸ、Ｙ、およびＺ軸にそってクイール１４を移動するために、モータ（
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図に示されていない）が備えられる。クイール１４は、関節ヘッド１６を保持する。ヘッ
ド１６は、クイール１４に取り付けられる基部２０、中間部２２、およびプローブ保持部
２４を有する。基部２０は、第１の回転軸１８を中心として中間部２２を回転させるため
の第１のモータ（図に示されていない）を備える。中間部２２は、第１の回転軸に実質的
に垂直な第２の回転軸を中心としてプローブ保持部２４を回転させるための第２のモータ
（図に示されていない）を備える。図に示されていないが、関節ヘッド１６の可動部の間
にベアリングを備えることもできる。さらに、図に示されていないが、基盤１０上に配置
されている工作物に関して測定プローブ４の位置を決定できるように基盤１０、フレーム
１２、クイール１４、および関節ヘッド１６の相対的位置を測定するための測定エンコー
ダを備えることができる。
【００５８】
　プローブ４は、プローブ保持部分２４上に取り外し可能なように取り付けられる（例え
ば、運動学的マウントを使用する）。プローブ４は、プローブ４およびプローブ保持部分
２４上に、またはプローブ４およびプローブ保持部分２４内に備えられた対応する磁石（
図に示されていない）を使用することによってプローブ保持部分２４によって保持するこ
とができる。
【００５９】
　ヘッド１６では、プローブ４をクイール１４に対し自由度２で移動できる。ヘッド１６
とＣＭＭ２の３本の直線（Ｘ、Ｙ、Ｚ）並進軸によって与えられる自由度２の組合せで、
プローブ４を５本の軸の周りで移動させることができる。
【００６０】
　ＣＭＭ２の動作を制御するためのＣＭＭコントローラ２７を含むコントローラ２６も備
えられており、プローブ４の動作を制御するためのプローブコントローラ２９およびプロ
ーブ４から得られた画像を解析するための画像解析装置３１も備えられる。コントローラ
２６は、専用電子制御システムとすることができ、および／またはパーソナルコンピュー
タを含むものであってもよい。
【００６１】
　ＣＭＭコントローラ２７は、使用時に、それぞれのモータが必要なトルクを与えるよう
に第１および第２のモータに適切な駆動電流を供給するように配列構成される。それぞれ
のモータによって与えられるトルクを使用して、関連する回転軸を中心とする移動を引き
起こすか、または特定の回転位置を維持することができる。したがって、使用時にヘッド
１６のそれぞれのモータに駆動電流を連続的に印加する必要がある、つまり、それぞれの
モータは、関連する回転軸を中心とする移動が必要ない場合であっても給電される必要が
あることがわかる。
【００６２】
　図１は、ＣＭＭ２の上位水準の説明のみを示していることに留意されたい。このような
装置のさらに詳しい説明は、別のところでなされているが、例えば、参照により本明細書
に組み込まれている特許文献６を参照されたい。
【００６３】
　次に図１１を参照すると、プローブ４は、処理ユニット４２の制御の下で、干渉縞パタ
ーンを対象物体２８上に投影するためのプロジェクタ４０、処理ユニット４２の制御の下
で、干渉縞パターンが投影される対象物体２８の画像を得るための撮像デバイス４４を備
える。理解されるように、撮像デバイス４４は、対象物体２８の画像を取り込むのに適し
た光学系およびセンサを備える。説明されている実施形態では、撮像デバイスは、画像セ
ンサ、特に像面６２を定めるＣＣＤを備える。撮像デバイス４４は、像面６２に光を集束
させるためのレンズ（図に示されていない）も備える。
【００６４】
　処理ユニット４２は、コントローラユニット２６内のプローブコントローラ２９および
画像解析装置３１に、処理ユニット４２が通信回線４６を介して通信できるように接続さ
れる。理解されるように、通信回線４６は、有線通信回線または無線通信回線とすること
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が可能である。プローブ４は、処理ユニット４２によって使用される、画像データなどの
、データを一時的に格納するためのランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）デバイス４８も備
える。
【００６５】
　理解されるように、プローブ４は、処理ユニット４２および／またはＲＡＭ４８を必ず
しも備えている必要はない。例えば、処理およびデータ格納はすべて、プローブ４に接続
されているデバイス、例えば、コントローラ２６またはプローブ４とコントローラ２６と
の間に接続されている中間デバイスによって実行することができる。
【００６６】
　図１２に例示されているように、プロジェクタ４０の像面６０および撮像デバイス４４
の像面６２は、プロジェクタ４０および撮像デバイスの光軸６１、６３が基準面６４で交
わる角をなす。使用中、プローブ４は、対象物体の表面上に投影される干渉縞が撮像デバ
イス４４によって明瞭に撮像されうるように位置決めされる。
【００６７】
　図１３を参照すると、プロジェクタ４０は、コヒーレント光源を形成するためのレーザ
ダイオード５０、レーザダイオード５０から放射される光をコリメートするためのコリメ
ータ５２、正弦波状干渉縞群を発生するための格子５４、および基準面６４に集光して干
渉縞を形成するためのレンズ集合体５６を備える。理解されるように、他の種類のプロジ
ェクタも、本発明とともに使用するのに適しているであろう。例えば、プロジェクタは、
光源およびプロジェクタからパターンで放射された光を選択的にブロックし、伝送するた
めのマスクを備えることが可能である。
【００６８】
　説明されている実施形態では、プロジェクタ４０によって投影される周期的光学的パタ
ーンは、正弦波状干渉縞群である。しかし、理解されるように、他の形態の構造光、例え
ば、異なる色もしくは色調を有する一組の平行線（例えば、黒色線と白色線とが交互に並
ぶ線、または平行な赤色線、青色線、および緑色線）、または例えば、一組の同心円など
であっても、投影することが可能である。
【００６９】
　次に、図２から図１０を参照しつつ、プローブ４の動作について説明する。
【００７０】
　最初に図４を参照すると、オペレータがＣＭＭ２をオンにしたときに、ステップ１００
で動作が開始する。ステップ１０２で、システムが初期化される。これは、プローブ４を
関節ヘッド１６に装填すること、測定される対象物体２８を基盤１０上に位置決めするこ
と、ＣＭＭ２に関する関節ヘッド１６の位置が知られるようにＣＭＭのエンコーダをホー
ムまたは基準位置に送ること、さらにＣＭＭ２に関するプローブ４の基準点の位置が知ら
れるようにＣＭＭ２およびプローブ４を較正することを含む。
【００７１】
　初期化が済み、適切に較正された後、制御は、ステップ１０４に渡り、その時点で対象
物体２８の一組の画像がプローブ４によって得られる。このステップは、複数の画像群が
得られるように複数回実行され、それぞれの画像群は、対象物体２８の異なる透視位置ま
たは視点に対応する。説明されている実施例では、３つの異なる透視位置に対応する３組
の画像が得られる。一組の画像を得るプロセスについて、図５に関して以下でさらに詳し
く説明する。
【００７２】
　画像すべてが得られた後、それらの画像は、コントローラ２６内の画像解析装置３１に
よってステップ１０６で解析される。画像解析装置３１は、対象物体２８の形状を記述す
るＣＭＭ２に関する一組の三次元（「３Ｄ」）座標を画像から計算する。画像を解析する
方法は、図７に関してさらに詳しく説明される。次いで、ステップ１０８で３Ｄ座標が３
Ｄ点雲として出力される。理解されるように、３Ｄ点雲は、後から使用できるようにメモ
リデバイス上に格納しておくことができる。３Ｄ点雲データを使用することで、対象物体
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の形状および寸法を決定し、それを所定の閾値データと比較して、対象物体２８が所定の
許容範囲内で作られた物体であるかどうかを評価することが可能である。適宜、３Ｄ点雲
を、対象物体２８の仮想３Ｄモデルをユーザに提示するグラフィカルユーザインターフェ
ース上に表示することが可能である。
【００７３】
　この動作は、システムがオフにされるとステップ１１０で終了する。その代わりに、そ
の後の動作は、ステップ１０４から１０８までを繰り返すことによって開始することが可
能である。例えば、ユーザは、同じ対象物体２８について複数組の測定データを取得する
か、または異なる対象物体に対する測定データを取得することを望んでいる場合がある。
【００７４】
　次に図５を参照しつつ、１つの透視位置に対する画像群を取り込むプロセス１０４につ
いて説明する。このプロセスはステップ２００から始まり、その時点で、プローブ４は第
１の透視位置に移動される。説明されている実施形態では、ユーザは、クイール１４を移
動するためにＣＭＭ２のモータを制御するジョイスティック（図に示されていない）の制
御の下でプローブ４を移動することができる。理解されるように、第１の（およびその後
の）透視位置は、予め決定しておくことが可能であり、また測定動作時にプローブ４が所
定の透視位置に自動的に移動されるようにＣＭＭコントローラ２７にロードすることがで
きる。さらに、異なる位置決め装置上で、ユーザは、プローブ４を透視位置まで物理的に
引きずることが可能であり、位置決め装置は、例えば、装置の移動部分に取り付けられた
エンコーダを介して、プローブ４の位置を監視する。
【００７５】
　プローブ４が、第１の透視位置に位置決めされた後、初期化画像がステップ２０２で得
られる。これは、プローブコントローラ２９がプローブ４の処理ユニット４２に信号を送
信し、これにより撮像デバイス４４を操作して対象物体２８の画像を取り込むようにする
ことを伴う。
【００７６】
　初期化画像は、画像解析装置３１に送り返され、ステップ２０４で、画質特性に関して
画像が解析される。これは、例えば、画像の平均光度およびコントラストを決定すること
、およびこれらを所定の閾値レベルと比較して、画質が測定プロセスを実行するのに十分
かどうかを判定することとを含みうる。例えば、画像が暗すぎる場合、撮像デバイス４４
またはプロジェクタ４０の特性を変えることで、投影された干渉縞パターンの明度を高め
、および／または撮像デバイス４４の露光時間または利得を調節することが可能である。
初期化画像は、対象物体２８に関する測定データを取得するためにその後のプロセスで使
用されず、したがって、画像の解像度など、画像のいくつかの側面は、後述のように測定
画像についてはそれほど高くなくてよい。さらに、代替実施形態では、撮像デバイスから
分離されている、フォトダイオードなどの光センサをプローブ内に実装することで、透視
位置での光の量を測定することが可能であり、フォトダイオードのこの出力を使用して、
プロジェクタ４０および／または撮像デバイス４４をセットアップする。
【００７７】
　プロジェクタ４０および撮像デバイス４４がセットアップされた後、ステップ２０６で
第１の測定画像が得られる。測定画像というのは、以下でさらに詳しく説明される「画像
を解析する」プロセス１０６で使用されるものである。第１の測定画像を取得することは
、プローブコントローラ２９が信号をプローブ４の処理ユニット４２に送り、これにより
処理ユニット４２が対象物体２８上に干渉縞パターンが投影されるようにプロジェクタ４
０を動作させ、また撮像デバイス４４が干渉縞パターンが載っている対象物体２８の画像
を同時に取り込むようにすることを伴う。
【００７８】
　第１の測定画像は、画像解析装置３１に送り返され、ステップ２０８で、画質特性に関
して第１の測定画像が再び解析される。画質が、後述の「画像を解析する」プロセス１０
６で使用するのに十分である場合に、制御はステップ２１０に渡り、そうでなければ、制
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御はステップ２０４に戻される。
【００７９】
　ステップ２１０で、現在の透視位置について干渉縞シフト画像が得られる。干渉縞シフ
ト画像は、実質的に同じ透視位置からであるが、干渉縞の位置はそれぞれの画像内でわず
かに異なる対象物体の複数の画像である。このステップの方法は、図６を参照しつつ以下
でさらに詳しく説明される。
【００８０】
　干渉縞シフト画像が得られた後、画像はすべて、ステップ２１２で解析するために画像
解析装置３１に送り返される。理解されるように、それぞれの画像が得られたときにプロ
ーブ４が指している位置および方向に関するデータは、それぞれの画像とともに画像解析
装置３１に送られ、ＣＭＭ２に関する対象物体２８の３Ｄ座標は、以下でさらに詳しく説
明されるように取得できる。次いで、このプロセスは、ステップ２１４で終了する。
【００８１】
　上で説明されているように、透視画像群取り込みプロセス１０４は、複数の異なる透視
位置について複数回繰り返される。この説明されている実施例では、透視画像群取り込み
プロセスは、第１の透視位置、第２の透視位置、および第３の透視位置について、３回実
行される。プローブ４は、上で説明されているようにユーザまたはコントローラの制御の
下でそれぞれの透視位置に移動される。
【００８２】
　次に、図６を参照しつつ、干渉縞シフト画像を得るためのプロセス２１０について説明
する。対象物体２８上に投影された干渉縞は、対象物体２８上の干渉縞の位置が前の位置
と異なるようにある方向にわずかな距離だけプローブ４を物理的に移動することによって
シフトされる。プローブ４がシフトされると、中にあるプロジェクタ４０、したがってプ
ロジェクタの光軸６１も、対象物体２８に相対的にシフトされる。これは、対象物体２８
の干渉縞の位置の変化を与えるものである。
【００８３】
　一実施形態では、プローブ４は、撮像デバイス４４の像面に平行で、干渉縞の長さ方向
に垂直である方向に移動される。
【００８４】
　しかし、これは、対象物体上の干渉縞の位置が移動する限り、必ずしもそうである必要
はない。例えば、干渉縞シフトは、プローブ４を回転させることによって実現可能である
。例えば、プローブ４は、プロジェクタの像面６０に垂直な方向に伸びる軸を中心として
回転させることが可能である。適宜、プローブは、撮像デバイス４４の像面に垂直な方向
に伸びる軸を中心として回転させることが可能である。他の好ましい実施形態では、プロ
ーブ４は、撮像デバイス４４の透視中心を中心として回転させることができる。これは、
これにより異なる画像上で撮像デバイス４４によって取り込まれた特徴の透視位置が必ず
同じになるので有利である。また、これにより、画像の任意の処理で対象物体と画像セン
サとの間の距離を知ることなく実行すべき対象物体および画像センサの相対的移動を補正
することが可能になる。
【００８５】
　例えば、図１７を参照すると、プローブ４が、検査される対象物体７０に関して第１の
位置（参照番号４’で示されている）に配置されている。この場合に、プローブのプロジ
ェクタ４０は、対象物体７０上に点線の干渉縞マーキング７２’によって例示される干渉
縞パターンを投影する第１の位置（参照番号４０’で示されている）にある。干渉縞マー
キング７２’を持つ対象物体の画像７４は、参照番号４４’によって示される第１の位置
にある撮像デバイス４４によって取り込まれる。
【００８６】
　次いで、プローブ４は、撮像デバイスの透視中心の周りで対象物体７０に関してプロー
ブ４を回転させることにより、参照番号４”で示される第２の位置に移動される。理解さ
れるように、撮像デバイスの透視中心は、像面と交差するすべての光線が通過すると想定
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される点である。示されている図において、透視中心は、参照番号７６で示されている。
【００８７】
　これからわかるように、第２の位置において、参照番号４０”で示されている、プロジ
ェクタは、対象物体７０上の干渉縞パターンの位置が移動されるように移動した。対象物
体７０上の干渉縞パターンの新しい位置は、対象物体７０上のストライプの干渉縞マーキ
ング７２”によって例示される。対象物体の画像７４は、第２の位置４４”のところで撮
像デバイスによって取り込まれる。これからわかるように、撮像デバイス４４上の対象物
体の画像の位置は、撮像デバイスの第１の位置４４’と第２の位置４４”との間で変化し
ているけれども、撮像デバイス４４が有する対象物体７０の透視位置は、位置と位置との
間で変化しない。したがって、例えば、１つの画像内で遮られるせいで隠れている特徴は
、第２の画像内でも遮られて隠される。これは、対象物体上の背丈の高い特徴８０の撮像
デバイス４４が有する視点を例示している光線７８によって示される。これからわかるよ
うに、撮像デバイス４４は、透視中心を中心として回転するので、光線７８は、両方の位
置について同一であり、したがって、撮像デバイス４４上の特徴の位置のみが、位置と位
置との間で変化し、特徴それ自体の形態では変化しない。
【００８８】
　したがって、透視中心を中心として回転することは、対象物体の画像センサの透視位置
が変化しないという点で有利とすることができ、これにより、対象物体上の同じ点はそれ
ぞれの位置について可視であることが保証される。さらに、任意の見える点について、カ
メラの相対的回転の前後のその画像点と対象物体との間の距離は、対象物体までの距離と
無関係である。つまり、未知の対象物体について、カメラがそれ自体の透視中心の周りを
回転する場合、回転前のそれぞれの結像点について、回転後に撮像される場所を予測する
ことが可能である。回転後の像点の位置は、初期像点の位置、回転の角度（および軸）、
ならびに内部カメラパラメータに依存し、これはすべて知られている値である。したがっ
て、以下でさらに詳しく説明されるように、透視中心を中心とする回転により、対象物体
までの距離を知ることなく、相対運動を補正することができる。
【００８９】
　プローブ４は、撮像デバイス４４の光軸６３が基準面６４と交わる点で１／４周期の干
渉縞シフトに対応する距離だけ移動される。理解されるように、プローブ４が移動する実
際の距離は、投影される干渉縞の周期およびプロジェクタ４０の倍率などの他の因子に依
存する。
【００９０】
　プローブ４がシフトされた後、ステップ３０２で別の測定画像が得られる。プローブ３
００をシフトし、測定画像３０２を得るステップは、さらに２回繰り返される。各回、プ
ローブは、測定画像毎に対象物体上の干渉縞パターンの位置が前のすべての画像について
異なるようにシフトされる。したがって、干渉縞シフト画像を取得するプロセス２１０の
終わりに、対象物体の４つの画像が、与えられた透視位置について得られており、それぞ
れの画像に対する対象物体上の干渉縞パターンの位置はわずかに異なっている。
【００９１】
　次に図２を参照する。行Ａは、干渉縞が投影されていない３つの透視位置のそれぞれに
おける対象物体２８の図を示している。行Ｂは、第１、第２、および第３の透視位置のそ
れぞれについて、透視画像群１０４を取り込むためのプロセスのステップ２０６で撮像デ
バイス４４によって得られる画像１０００を例示している。これらの画像１０００のそれ
ぞれの背後には、第１、第２、および第３の透視位置のそれぞれについてステップ３００
および３０２を実行したときに得られる干渉縞シフト画像１００２、１００４、および１
００６の概略が示されている。図１４（ａ）～１４（ｄ）は、第１の透視位置について得
られる画像１０００～１００６の例を示している。図に示されているように、対象物体お
よび撮像デバイスの相対的位置は、１つの透視位置について画像群内のそれぞれの画像を
得る間にわずかに移動しており、これは、以下でさらに詳しく説明されるように（図８に
関して特に説明されるように）画像の処理中に考慮し、および／または補正する必要があ
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る。
【００９２】
　したがって、第１、第２、および第３の画像群を取り込むステップ１０４が完了した後
、画像解析装置３１は、第１、第２、および第３の透視位置のそれぞれについて一組の画
像１０００～１００６を有することになる。
【００９３】
　次に、画像を解析するためのプロセス１０６について、図７を参照しつつ説明すること
にする。このプロセスはステップ４００から始まり、その時点で、４つのラップ位相マッ
プが第１、第２、および第３の透視位置のそれぞれについて計算される。理解されるよう
に、ラップ位相マップは、位相角が３６０度の範囲内に束縛されている、透視画像群内の
測定画像のうちの１つの画像内の複数のピクセルについて対象物体の表面上に投影される
干渉縞の位相を含むマップである。
【００９４】
　与えられた透視位置について、ラップ位相マップは、特定の順序でその透視位置に対し
４つの位相シフト画像のうちのそれぞれの画像を使用して得られる。与えられた透視位置
に対する４つのラップ位相マップは、異なる順序で４つの位相シフト画像のうちのそれぞ
れの画像を使用することによって得られる。ラップ位相マップを得るための方法は、図８
に関してさらに以下でさらに詳しく説明される。
【００９５】
　理解されるように、それぞれの透視位置について４つのラップ位相マップを計算する必
要はない。例えば、透視位置のそれぞれについて２つまたはそれ以上のラップ位相マップ
を計算することが可能である。理解されるように、計算するラップ位相マップが多ければ
多いほど、以下でさらに詳しく説明するように実際の不連続の決定の信頼度は高くなるが
、必要な処理資源は増える。
【００９６】
　図３を参照すると、列Ｘ、Ｙ、およびＺは、異なる透視位置のそれぞれについて、４つ
の異なるラップ位相マップ１０１０、１０１２、１０１４、および１０１６を例示してい
る。与えられた透視位置に対するこれらのラップ位相マップのそれぞれは、その透視位置
に対する４つの異なる画像１００２～１００６の一意的順序を使用して計算されている。
それぞれの透視位置に対する４つの異なるラップ位相マップ１０１０～１０１６は、以下
でさらに詳しく説明されるように、対象物体２８上の特徴によって引き起こされる不連続
とその位相のラッピングによって引き起こされる不連続とを区別できるように計算される
。
【００９７】
　図２の行Ｂにおける画像を見るとわかるように、対象物体２８上のエッジまたはコーナ
ーなどの特徴により、干渉縞パターン内に不連続が生じる。例えば、対象物体２８上のエ
ッジ３０は、干渉縞が投影されている対象物体２８の画像内の直線３２にそって干渉縞パ
ターン内に不連続をもたらす。したがって、干渉縞パターン内の不連続を識別することに
よって対象物体２８の特徴を識別することが可能である。
【００９８】
　ステップ４０２では、干渉縞パターン内の不連続は、透視位置のそれぞれについて識別
される。これは、ラップ位相マップのそれぞれの中の不連続を識別することによって達成
される。ラップ位相マップ内の不連続は、それぞれのピクセルの位相値を隣接する周囲ピ
クセルの位相値と比較することによって識別される。隣接するピクセル同士の間の位相値
の差が、閾値レベルを超えている場合、それらのピクセルのうちのそれぞれによって、不
連続点が識別される。理解されるように、これらのピクセルのうちのどのピクセルが不連
続点として選択されるかは、その選択基準がすべての不連続点の選択に関して一貫してい
る限り、つまり、隣接するピクセル同士の間の差が画像にそってｘ方向に計算されている
か、ｙ方向に計算されているかに応じて、差の左または差の上のピクセルを常に選択する
限り、重要でない。理解されるように、不連続の位置は、上述の方法で見つかった後、必
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要ならば、画像処理技術を使用して、例えば、位相の勾配、または周囲領域内の測定画像
における強度の勾配を見ることによって精密化することができ、これで、例えば、非特許
文献６で説明されているようにサブピクセル精度で不連続の位置を見つけることができる
。
【００９９】
　好ましい閾値レベルは、対象物体形状、画像中のノイズレベル、および干渉縞パターン
の周期を含む多くの因子に依存する。閾値レベルは、動作の前にユーザによって設定され
るか、または画像それ自体の解析結果から計算することが可能である。
【０１００】
　例えば、第１の透視位置について第１のラップ位相マップ１０１０（図３）を参照する
と、エッジ３０による干渉縞の直線３２にそった歪みによって引き起こされる位相値の差
により点３４における隣接するピクセル間で不連続性が識別される。この不連続性は、同
じ点３４における他のラップ位相マップ１０１２、１０１４、および１０１６内でも識別
される。
【０１０１】
　他の不連続性も、エッジ３０に対応する、例えばずっと直線３２にそってなど、ラップ
位相マップ１０１０～１０１６内で識別される。
【０１０２】
　上記のプロセスの実行の結果、位相マップがラップされることで偽不連続性が識別され
る可能性がある。例えば、隣接するピクセルが、例えば、０度および３６０度にそれぞれ
近い位相値を有することがある。もしそうであれば、これは、それらのピクセルの間に大
きな位相跳躍があったかのように見え、これは不連続性として識別されるであろう。しか
し、位相跳躍は、単に、位相のラップアラウンドの結果として引き起こされたのであり、
測定されている対象物体の表面の不連続性によるものではない。この例は、位相値が３６
０度から０度に跳躍する点３６における第１の透視位置に対する第１のラップ位相マップ
１０１０内に見られる（それぞれ暗色ピクセルと明色ピクセルとによって例示される）。
隣接するピクセルに対する位相値は、位相マップがラップされるせいで点３６において著
しい跳躍をする。
【０１０３】
　したがって、すべての不連続性が、与えられた透視位置に対する４つのラップ位相マッ
プのそれぞれについて識別された後、ステップ４０４で、誤って識別された不連続性が取
り除かれる。これは、与えられた透視位置に対するラップ位相マップのそれぞれの不連続
性を比較し、４つのラップ位相マップのうちの少なくとも２つのラップ位相マップ内に出
現する不連続性を保持するだけで達成される。理解されるように、より厳格な試験を、例
えば、ラップ位相マップのうちの３つまたは４つのラップ位相マップ内に出現する不連続
性を保持するだけで適用することが可能である。こうすることで、画像上のノイズによっ
て引き起こされる問題を解消しやすくなる。このプロセス４０４は、第１から第３の透視
画像群のそれぞれの画像群について実行される。
【０１０４】
　例えば、上述のように、第１の透視位置について第１のラップ位相マップ１０１０内の
点３６で不連続性が識別されている。しかし、第１の透視位置に対する他のラップ位相マ
ップ１０１２から１０１６を見ると、その同じ点３６で、不連続性は識別されていない。
これは、干渉縞シフト画像１０００から１００６の異なる順序を使用して異なるラップ位
相マップが計算されており、これにより、ラップ位相マップ内での位相ラッピングが異な
る点で生じることが保証されるからである。したがって、第１のラップ位相マップ１０１
０内の点３６で識別された不連続性が他のラップマップ１０１２から１０１６でも識別さ
れていないので、その不連続性は破棄できる。
【０１０５】
　しかし、第１のラップ位相マップ１０１０内の点３４における不連続性が、他のすべて
のラップ位相マップ１０１２から１０１４内の同じ点３４で識別された不連続性によって
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確認されると、点３４は、実際の不連続性として、つまり、位相ラッピングの結果として
ではなく、対象物体２８上の特徴によって引き起こされた不連続性として識別される。
【０１０６】
　ステップ４０６で、透視位置のそれぞれの間の対応する不連続点が識別される。対応す
る不連続点は、対象物体２８上の同じ特徴によって引き起こされる不連続性を識別するラ
ップ位相マップ内の点である。例えば、第１、第２、および第３の透視位置のそれぞれに
対する第１のラップ位相マップ１０１０のそれぞれの上の不連続点３８はすべて、対象物
体２８上の同じコーナー３９を識別する。対応する不連続点は、公知のマッチング技術に
より、また例えば、エピポーラ幾何学を使用することによって決定できる。このような公
知の技術は、例えば、非特許文献７で説明されている。次いで、相関する不連続点をター
ゲット点として使用することができ、プローブ４に関するその３Ｄ座標は、例えば、非特
許文献８で説明されているような、公知の写真測量法によってステップ４０８で決定する
ことができる。
【０１０７】
　したがって、ステップ４０８の後、対象物体２８上の多数の離散点が、識別されており
、プローブ４に相対的なその位置が測定される。
【０１０８】
　ステップ４１０で、対象物体２８の連続セクションに対する高さマップが計算される。
高さマップは、プローブ４に関する知られている基準面６より上の表面の高さに関する情
報を与える。連続セクションは、不連続な特徴によって囲まれている対象物体の一領域、
例えば、４つのエッジによって囲まれている立方体の面である。連続セクションは、ステ
ップ４０２から４０６ですでに識別されている不連続点によって囲まれているラップ位相
マップ内の領域を識別することによって識別することができる。高さマップは、これらの
離散点の間の表面の形状に関する測定データを与える。図９および１０を参照しつつ、連
続セクションに対する高さマップを得るための方法について以下でさらに詳しく説明する
。ステップ４１０は、異なる透視位置のうちの１つまたは複数の透視位置について異なる
連続セクションに対し複数回実行することが可能である。
【０１０９】
　類似の干渉縞解析システムでは通常のことだが、アンラップ位相マップは、値は知られ
ていないが２πラジアンの数倍程度まで正しく、したがって、基準面６４を超える高さは
、この知られていない位相差に対応するどのような高さであっても誤りである可能性があ
る。これは、２π曖昧性と呼ばれることが多い。ステップ４０８で得られた実際の不連続
性の測定された３Ｄ座標は、これらの曖昧性を解決するために使用される。
【０１１０】
　この段階で、ステップ４０８で得られた実際の不連続点の３Ｄ座標とステップ４１０で
得られた高さマップデータとから、プローブ４における所定の基準点に関する対象物体の
位置が得られる。したがって、ステップ４１２で、これらの座標は、ＣＭＭ２に関して３
Ｄ座標に変換される。これは、普通の三角法を使用してＣＭＭ２の相対的位置として実行
することができ、プローブ４内の基準点は、較正結果から、またそれぞれの画像が得られ
た点でのＣＭＭ２に相対的なプローブ４の位置と方向がそれぞれの画像とともに記録され
たため知られている。
【０１１１】
　次に、ラップ位相マップ４００を計算するためのプロセスを、図８を参照して説明する
。ラップ位相マップを計算することは、一組の干渉縞シフト画像の１つに対するそれぞれ
のピクセルについて位相を計算することを含む。これは、様々な技術を使用して実行する
ことができるが、その技術の選択は干渉縞シフト画像を得るための方法を含む様々な因子
に依存しうる。標準的な位相シフトアルゴリズムは、対象物体と撮像デバイス４４との間
の相対的位置が、干渉縞シフト画像のすべてにわたって同じであるという事実に依存する
。しかし、上述の方法のいずれか（例えば、プローブ４を横方向に移動するか、または撮
像デバイスの透視中心を中心として回転させる）が、干渉縞シフト画像を得るために使用
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される場合、撮像デバイス４４は、対象物体に相対的にわずかな距離だけ移動している。
したがって、透視画像群に含まれるそれぞれの連続画像について、それぞれの画像内の与
えられたピクセルは、対象物体上の異なる点の強度を識別している。したがって、標準的
な位相シフトアルゴリズムが使用される場合には、干渉縞シフト画像のすべてにわたって
どのピクセルが対象物体上の同じ点に対応するかを識別し、次いでこれを補整する必要が
ある。撮像デバイス４４が横方向に移動したときにこれを行う方法の１つは、それぞれの
画像の間で撮像デバイス４４がどれだけ、またどのような方向に移動したかにより、また
その後、それぞれの画像がそれらのすべてに共通の画像データを含むように画像を刈り込
むことによって判定する方法である。例えば、２つの画像の間での撮像デバイス４４の移
動が、対象物体上の１つの点が１つの次元方向に５ピクセルだけシフトしたことを意味す
る場合、５ピクセル幅分のデータが取り除かれるように第１の画像を刈り込むことができ
る。
【０１１２】
　このことは、第１の画像１０００、第２の画像１００２、第３の画像１００４、および
第４の画像１００６のそれぞれについてピクセルの対応する行の概略を例示している図１
５を参照するとさらに明確にわかる。これからわかるように、画像と画像との間における
撮像デバイス４４および対象物体２８の相対的移動により、対象物体上の同じ点が、それ
ぞれの画像内の異なるピクセルによって画像化される。例えば、対象物体２８上の点Ｘは
、第１の画像１０００に対する左から７番目のピクセル、第２の画像１００２に対する左
から５番目のピクセル、第３の画像１００４に対する左から３番目のピクセル、および第
４の画像１００６に対する左から４番目のピクセルによって画像化される。画像センサお
よび対象物体２８の相対的移動を補正する効果的な方法は、それぞれの画像１０００～１
００６が、図１５の窓５１によって強調されているような共通領域を表すデータを含むよ
うに画像データを刈り込むことである。
【０１１３】
　画像の刈り込みは、座標変換の一例であり、この変換は一次関数である。これは、対象
物体までの距離が知られている状況、または例えば、スタンドオフ距離が測定容積の深さ
に比べて大きい状況において最も正確なものとなりうる。理解されるように、図１８を参
照すると、スタンドオフ距離は、撮像デバイスの透視中心７６から撮像デバイスの測定容
積の中心までの距離であり、被写界深度６５または測定容積の深さは、デバイスによって
記録される画像がくっきりと見える範囲である。言い換えると、スタンドオフ距離は、プ
ローブ４から測定される対象物体までの公称距離である。例えば、スタンドオフ距離と測
定容積の深さとの比が、約１０：１である場合、いくつかのピクセルの補正において誤差
は最大１０％になる可能性がある。スタンドオフ距離が測定容積の深さに比べて大きくな
いか、または相対運動が直線的平行移動でない場合、撮像デバイスおよび対象物体の相対
運動を補正するために最も適している座標変換は、一般的に、対象物体までの距離と実運
動に依存しうる。しかし、運動が撮像デバイス４４の透視中心を中心とする回転である場
合には、運動を最もよく補正する座標変換は、対象物体までの未知の距離には無関係であ
ることが判明している。これは、システムの幾何学的形状と運動のせいである。さらに、
これにより、スタンドオフ距離が測定容積の深さに比べて大きくない場合でも、例えば、
スタンドオフ距離と測定容積の深さとの比が１０：１未満、例えば、５：１未満、例えば
、１：１である状況で、正確な補正を実行することが可能である。
【０１１４】
　したがって、これにより、プローブが対象物体の近くに配置されたときでも対象物体の
測定を実行することができる。
【０１１５】
　それぞれの調整された画像内の同じピクセルが対象物体上の同じ点を表すように相対運
動に関してピクセルデータを補正した後、次のステップ５０２で、位相シフトアルゴリズ
ムを使用してラップ位相をピクセル毎に計算する必要がある。公知の位相シフトを必要と
しない好適な位相シフトアルゴリズム、例えば、カレアルゴリズムを使用して、ラップ位
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相、位相シフト、および変調振幅を計算することができる。
【０１１６】
　ラップ位相マップ４００を計算するためのプロセスは、それぞれの透視画像群について
さらに３回繰り返され、毎回位相シフト画像を異なる順序で使用し、それぞれの透視位置
について４つのラップ位相マップを得る。したがって、ラップ位相マップ４００を計算す
るためのプロセスは、合計１２回実行されることになる。
【０１１７】
　次に、高さマップ４１０を得るための第１のプロセスについて、図９を参照しつつ説明
する。この方法は、ステップ６００で、位相計算アルゴリズムによって見つかった不連続
性を取り除くために必要に応じて３６０度の整数倍を個別ピクセルのラップ位相に加える
ことによって複数の位相マップのうちの１つの位相マップの連続セクションをアンラップ
することを伴う。この方法は、次いで、ステップ６０２でその連続セクションについてア
ンラップ位相マップを高さマップに変換することを伴う。１つのピクセルに対する位相は
、対象物体の表面の相対的高さに依存する。したがって、ステップ６０２で、所定のマッ
ピングテーブルおよび手順を使用してそれぞれのピクセルの位相値を直接、高さ値にマッ
ピングすることによってその位相から連続セクションに対する高さマップを作成すること
が可能である。
【０１１８】
　図８に関連して上で説明されているラップ位相マップを計算するための方法、つまり、
画像座標が補正される方法とは対照的に、対象物体と撮像デバイス４４が互いに相対的に
移動されたときにラップ位相を計算するための、画像座標補正を必要としない方法が他に
あることがわかった。この方法は、撮像デバイス４４のＣＣＤのピクセルがそれぞれの異
なる画像について対象物体上の異なる点を見ているという事実に依存する。複数の画像内
で単一のピクセルによって見られている点が、撮像デバイス４４まで異なる距離にある場
合に、それぞれの画像内のそのピクセルにおいて異なる位相が記録される。つまり、その
ピクセルにおける干渉縞パターンの位相は、それぞれの画像の間でシフトされることにな
る。実際の位相シフトは、対象物体までの距離および対象物体の勾配、さらには撮像デバ
イス４４および対象物体の公知の相対運動および固定システムパラメータに依存する。し
たがって、位相シフトは、画像の一面にわたって変化する。
【０１１９】
　例えば、図１６を参照しつつ、カメラ平面内のｘで撮像される、対象物体の点Ｘｐを考
える。撮像デバイス４１４が、その平面に関してあるベクトルｄＸだけ平行移動される場
合、撮像デバイス４４によって撮像される点は、図に示されているように変化する。わか
りやすくするために、プロジェクタ４０は図から省かれているが、撮像デバイス４４およ
びプロジェクタ４０は、互いに関して固定されていることは理解されるであろう。
【０１２０】
　ｈは、撮像デバイス４４の透視中心からｘで撮像された対象物体の点までの距離であり
、δｈは、平行移動δＸの後のこの距離の変化である。ａは、撮像デバイスの光軸の公知
の方向であり、Ｘｃは、透視中心の位置であり、これも知られている。撮像デバイス４４
の運動のみにより生じるｈの変化は、δＸ．ａに等しい。この量がゼロであり、したがっ
て、運動の方向が撮像デバイスの軸に垂直で、像面に平行である場合、ｈの残りの任意の
変化は、対象物体の形状によるものでなければならない。
【０１２１】
　ｈの変化は、実際には位相の変化δφとして記録され、ここでもまた、これは、対象物
体の形状によって引き起こされる成分、および軸に対し平行な撮像デバイスの任意の運動
によって引き起こされる成分からなる。
【０１２２】
　与えられたピクセルにおいて位相を測定するために、複数の位相シフト画像を撮る。画
像ｋ内の１つのピクセルで記録された強度は
【０１２３】
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【数１】

【０１２４】
で表すことができる。
【０１２５】
　ただし、式中、
　Ａ＝オフセット（つまり、任意の背景光を含む、そのピクセルによって記録された対象
物体上に投影された干渉縞パターンの平均強度）、
　Ｂ＝そのピクセルによって記録された光度の振幅変調、
【０１２６】
【数２】

【０１２７】
このときに、平行移動δＸが小さいと仮定して、一次のテイラー級数展開を使用する。
【０１２８】
　カレアルゴリズムを使用し、画像群に含まれる与えられた１つの画像内のそれぞれのピ
クセルについて、４つの位相シフト画像から位相および位相シフトおよび変調振幅を計算
する。カレアルゴリズムでは、位相が一致する４つのシフトは等しいと仮定する。これは
、例えば、使用される運動が平行移動であり、表面が平面である場合である。その場合で
なければ、表面勾配が運動のスケール上で著しく変化しないように十分に小さい運動を選
択することによってよい近似が得られる。
【０１２９】
　位相データは、高さデータに変換できる。適宜、図１０に関連して以下で説明されてい
る方法を使用して、位相シフトデータを勾配データに変換し、その後高さデータに変換す
ることができる。
【０１３０】
　上述の方法では、対象物体の反射率および表面勾配が相対運動のスケール上で実質的に
一定である場合に最適な結果が得られる。したがって、画像群内の画像間の運動が小さい
ものであることが好ましいとしてよい。撮像デバイスに関して勾配が低すぎるか、または
高すぎる、あるいは曲率が高い表面の領域は、カレアルゴリズムが返す変調振幅を検査す
ることによって検出することができ、また位相シフトを引き起こすために使用される相対
運動を変更し、必要ならば、異なる透視位置から対象物体を見ることによって引き続き測
定することができる。
【０１３１】
　カレアルゴリズムからは、画像内のそれぞれのピクセルについて位相と位相シフトの両
方のデータが得られる。図９に関連して上で説明されている方法では、高さデータを得る
ために位相データを使用している。しかし、位相シフトデータを使用して高さ情報を得る
ことが可能となった。具体的に、高さマップ４１０を得るための第２のプロセスについて
、図１０を参照しつつ説明する。この方法は、ステップ７００で、連続セクション（上で
説明されているようにすでに識別されている不連続性から識別可能である）について、透
視画像群内の画像のすべてにカレアルゴリズムを使用して位相シフトマップを計算するこ
とから始まる。１つのピクセルに対する位相シフトは、対象物体の表面の勾配および対象
物体がプローブ４からどれだけ離れているかに依存する。したがって、ステップ７０２で
、所定のマッピングテーブルおよび手順を使用してそれぞれのピクセルの位相シフト値を
直接、勾配値にマッピングすることによってその位相シフトから連続セクションに対する
勾配マップを作成することが可能である。次いで、ステップ７０４で、プローブ４に関し
て連続表面に対する高さマップを得るために、勾配マップを積分する。ステップ４０８で
得られた実際の不連続性の測定された３Ｄ座標は、積分定数を求めて基準面６４の上の高
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さを見つけるために使用される。
【０１３２】
　本発明の利点は、プロジェクタが、単に格子、光源、および合焦光学系からなるものと
することができる点である。プロジェクタ内の可動部分またはプログラム可能なプロジェ
クタは必要ない、つまり、ただ１つのパターンを投影すればよい。さらに、対象物体（ま
たは対象物体の１つのセクション）が測定容積内に入っていることを除き、対象物体まで
の距離に関する情報が不要である、つまり、測定容積に比べて大きなスタンドオフ距離を
有する必要はない。さらに、対象物体とプローブユニットとの間の運動は、必ずしも任意
の特定の方向を向いている必要はなく、平行移動ではなくて回転によって、または回転と
平行移動との組合せによって発生させることができる。
【０１３３】
　理解されるように、上の説明は、本発明のただ１つの具体的な実施形態の詳細な説明と
なっているが、本質的ではない多くの特徴は、本発明に単に任意に選択でき、または好ま
しいものである。
【０１３４】
　説明されている実施形態において、プローブは、ＣＭＭのクイールと同等の取り付け構
造物上に取り付けられる。本発明は、他の種類の機械に取り付けられている測定デバイス
の運動の方向を計画する作業と併せて使用するのにも適している。例えば、プローブ４は
、工作機械に取り付けることも可能である。さらに、プローブ４は、例えば、複数の関節
を有するロボットアームを備えることができる、検査ロボットの遠位端上に取り付けるこ
ともできる。
【０１３５】
　理解されるように、具体的実施形態の説明は、画像を得て処理し、対象物体上に投影さ
れたパターン中の不連続性を識別することによって写真測量ターゲット点を得ることを伴
う。理解されるように、これは必ずしもその場合である必要はない。例えば、本発明のシ
ステムおよび方法は、そもそも写真測量を行うことを目的としてターゲット点を決定する
ように構成されていない可能性もある。そうならば、ターゲット点は、他の公知の方法を
使用して識別できる。例えば、ターゲット点は、対象物体上に置かれているマーカーによ
って、または対象物体上にマーカーを投影することによって識別することができる。
【０１３６】
　さらに、本発明は、プロジェクタおよび撮像デバイスを収納した単一のプローブとして
説明されているが、プロジェクタおよび撮像デバイスは、別々に備えることも可能である
（例えば、互いに独立して物理的に操作することができるようにする）。さらに、複数の
撮像デバイスを備えることができる。
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